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別紙３－１－１ 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業のうち国産飼料の流通推進対策のうち 

飼料供給連携体制整備対策のうち連携型の事業細目及び具体的な手続等について 

 

本要領別紙３－１の第１の（１）の事業内容の詳細については、次のとおりとする。 

 

第１ 定義 

本要領における用語については、次に定めるところによる。 

１ 畜産農家組織 畜産農家（原則として事業実施年度に、酪農経営にあっては自ら生産

した生乳を年間通して出荷した実績がある農家を、肉用牛、養豚及び養鶏経営にあって

は家畜又は鶏卵の出荷・販売実績がある農家をいう。以下同じ。）が直接の構成員であ

って、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する法人又は集団をいう。 

（１）農事組合法人（農業協同組合法（昭和 22 年法律第 132 号）に定める農事組合法人

をいう。以下同じ。）又はそれ以外の農地所有適格法人（農地法（昭和 27 年法律第

229号）第２条第３項に規定する農地所有適格法人をいう。以下同じ。） 

（２）株式会社又は持分会社であって、農業（畜産を含む。）を主たる事業として営むも

の（新たに取り組む場合も含む。）。ただし、次の①又は②に該当するものは除く。 

① 資本の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する従業員数が 300人

を超えるもの。 

② 総株主又は総出資者の議決権（株式会社にあっては、株主総会において決議する

ことができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての

議決権を除き、会社法（平成 17年法律第 86号）第 879条第３項の規定により議決

権を有するとみなされる株式についての議決権を含む。以下同じ。）の２分の１以

上が前号（農事組合法人以外の農地所有適格法人を除く。）の所有に属しているも

の。 

（３）次の①及び②を満たし、国産飼料の生産・利用等畜産経営の確立のために必要な作

業の共同化に係る事項につき経理を一元化している集団 

① 代表者が定められていること。  

② 組織の意思決定の方法、事務・会計の処理方法及びその責任者、財産管理方法等

を明確にした規約その他の規定が定められていること。 

２ 耕種農家組織 耕種農家（原則として事業実施年度に、自ら生産した農産物の出荷・

販売実績がある農家をいう。以下同じ。）が直接の構成員であって、次の（１）及び（２）

のいずれかに該当する法人又は集団をいう。 

（１）農地所有適格法人又は農地法第３条第３項等に基づき解除条件付き貸借により農地

を借り入れた法人。 

（２）１（３）①及び②に掲げる要件を満たし、農作物及び飼料の生産のために必要な作

業の共同化（飼料生産組織への委託を含む。）に係る事項につき経理を一元化してい

る集団。 
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３ 農協等 次の（１）から（６）までのいずれかに該当する組織をいう。 

（１）農業協同組合又は農業協同組合連合会 

（２）公社（地方公共団体が出資している法人をいう。以下同じ。） 

（３）農事組合法人又はそれ以外の農地所有適格法人 

（４）農業協同組合又は農業協同組合連合会が株主となっている株式会社であって、農業

協同組合、農業協同組合連合会又は地方公共団体が有する議決権の合計がその会社の

総株主の議決権の過半数であるもの 

（５）株式会社又は持分会社であって、農業（畜産を含む。）を主たる事業として営むも

の（新たに取り組む場合も含む。）。ただし、次の①又は②に該当するものは除く。 

① 資本の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する従業員数が300人

を超えるもの 

② 総株主又は総出資者の議決権の２分の１以上が前号（公社又は農事組合法人以外

の農地所有適格法人に該当するものを除く。）の所有に属しているもの 

（６）農業の振興を定款で主たる事業として位置付けている、一般社団法人、一般財団法

人、公益社団法人若しくは公益財団法人又は事業協同組合若しくは事業協同組合連合

会 

４ 地域農業再生協議会等 次の（１）から（３）までのいずれかを満たす組織をいう。 

（１）経営所得安定対策等推進事業実施要綱（平成 27 年４月９日付け 26 経営第 3569 号

農林水産事務次官依命通知）第２の２の（２）に規定する地域農業再生協議会又は同

要綱第２の１の（２）に規定する都道府県農業再生協議会 

（２）都道府県又は都道府県内の一部を活動区域とし、農産物（水稲を除く。）を生産す

る耕種農家又は耕種農家組織（以下「耕種農家等」という。）を支援する、３（１）

から（６）までに掲げる要件に該当する団体又は法人 

（３）（２）の団体又は法人、耕種農家等及び地方公共団体等で組織される団体又は法人 

５ 飼料生産組織 飼料生産作業（作業受託を含む。）を行い、３（１）から（５）まで

に掲げる要件のいずれかを満たすもの又は３戸以上の生産者からなる畜産農家組織

若しくは耕種農家組織により組織されるものをいう。 

６ 耕畜連携協議会 次の（１）から（４）までの全ての要件を満たす協議会をいう。 

（１）畜産農家又は畜産農家組織（以下「畜産農家等」という。）、耕種農家等並びに農

協等及び地域農業再生協議会等（事業実施主体が特に認めた場合は、農業等及び地域

農業再生協議会等と同等の指導能力を有する組織）が参画する団体であること。ただ

し、第２の４に取り組む場合にあっては飼料生産組織が参画するものとする。 

（２）１（３）①及び②に掲げる要件を満たすこと。 

（３）一の手続につき複数の者が関与するなど事務手続に係る不正を未然に防止する仕組

みが設けられており、かつ、その執行体制が整備されていること。 

（４）運営を担う事務局を設置しており、事務局は原則、農協等又は地域農業再生協議会

等が担うこと。 

７ 事業参加者 第２の３又は４の事業を実施する畜産農家等、耕種農家等及び飼料生産

組織をいう。 
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第２ 事業の内容 

１ 支援体制の整備（全国推進型） 

事業実施主体は、以下の取組を行うものとする。なお、事業実施主体は必要に応じ、

事業の一部を他の事業者等に委託することができるものとする。 

（１）３の耕畜連携体制確立及び４の耕畜連携飼料生産組織取組拡大の取組への支援 

（２）（１）の取組に必要な次の①から⑦までの取組 

① 耕畜連携協議会への支援（設立支援を含む） 

② 耕畜連携協議会及び事業参加者に対する指導・助言 

③ 第５の３の（３）に規定する現地確認等 

④ 畜産農家等と耕種農家等のマッチング活動 

⑤ 本事業の効果の検証・検証結果の報告 

⑥ 耕畜連携希望調査 

⑦ その他本事業の推進に必要となる業務 

２ 支援体制の整備（地域推進型） 

耕畜連携協議会は、３の耕畜連携体制確立及び４の耕畜連携飼料生産組織取組拡大の

取組への支援を行うとともに、これら支援に必要な取組（１（３）に掲げるもの（①を

除く。））を行うものとする。なお、耕畜連携協議会は必要に応じ、事業の一部を委託

することができるものとする。 

３ 耕畜連携体制確立 

 耕畜連携体制確立として行われる取組は、耕種農家等から品質表示された飼料作物の

供給を受け給与することを目的として、畜産農家等が耕種農家等及び耕畜連携協議会に

対し飼料分析・給与情報等を提供する取組並びにこれらの情報等を基に、耕畜連携協議

会が飼料作物の安定供給及び品質向上を図るための検証の取組を行う取組とする。 

４ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

耕畜連携飼料生産組織取組拡大として行われる取組は、飼料生産組織が、３の取組と

して行う飼料作物の生産作業及び耕畜連携により３の取組と一体的に行う稲わらの収

集等の作業を行うのに必要な機械の導入等取組とする。 

 

第３ 事業実施主体 

第２の１から４までの事業実施主体は、交付等要綱別表の３の（１）の①の事業実施

主体欄に掲げるとおりとする。  

 

第４ 事業の要件 

１ 耕畜連携体制確立 

（１）交付対象 

第２の３の取組に対する助成は、耕種農家等から供給を受け、給与することを目的

として畜産農家等に運搬・貯蔵された次の①から②までの全ての要件を満たす飼料作

物をその対象とし、事業実施前年度(以下「基準年」という。ただし、基準年は３年



4 

 

 

間固定するものとする。) から拡大した重量をその上限として交付するものとする。。 

① 次のアからエまでのいずれかの飼料作物とする。 

ア 青刈りとうもろこし 

イ ソルゴー（スーダングラスを含む。） 

ウ 牧草（飼料用の麦類を含む。） 

エ 子実用とうもろこし 

② 耕種農家等が次のアからウまでのいずれかの権利等を有する農地等で自ら生産

又は生産を委託した飼料作物（別添２に定める品質表示があるものに限る）とする。 

ア 耕種農家等が所有する農地 

イ 耕種農家等の利用権（農業上の利用を目的とする賃借権若しくは使用貸借によ

る権利又は農業経営の委託を受けることにより取得される使用及び収益を目的

とする権利をいう。以下同じ。）が設定された農地であり、次のいずれかの条件

を満たすものをいう。 

（ア）農地法第３条に基づく農業委員会等の許可を受けた借入れ農用地  

（イ）農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）又は農業経

営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）によって利用権が設定された借入れ

農用地。 

（ウ）河川敷等の公共地でその管理者から使用許可を得ている土地及び面積が明ら

かな借入地。また、許可を得ている者が市町村、農協、利用組合等の場合は、

これらと事業参加申込者又はその家族等との間で、それぞれが利用する土地及

び面積について、再契約が行われており、かつ、再契約の内容について、公的

機関等が証明している借入地。 

ウ その他貸借契約書に目的、受託面積及び貸借当事者が明記されている飼料作物

の作付地として公的機関等の証明のあるもの。 

（２）畜産農家等及び耕種農家等は、長期（３年間以上）における利用供給契約を締結す

るものとする。 

（３）畜産農家等から耕種農家等及び耕畜連携協議会に対し、供給耕種農家等及び飼料作

物の種類ごとに事業実施年度中に１回以上、飼料分析・給与情報等の提供をするもの

とする。 

（４）耕畜連携協議会は、飼料作物の安定供給及び品質向上を図るための検証結果の報告

書を作成するものとする。 

（５）耕畜連携協議会は、畜産農家等において有効活用されていない堆肥がある場合は、

耕種農家等において当該堆肥を最大限有効活用することとする。 

（６）耕畜連携協議会は、都道府県（普及機関等）や市町村、その他関係者と密に連携し

て取り組むとともに、これらの者の指導・助言を受けることができる体制を構築する

ものとする。 

２ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

（１）自己資金又は他の助成により現に実施し、又は既に終了している取組は、本事業の

補助の対象外とする。 

（２）補助対象事業費は、地域の実情に即した適正な現地実行価格により算定するものと
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し、導入する機械等の規模については、それぞれの目的に合致するものでなければな

らないものとする。なお、事業費の積算等については、「補助事業の効率的な実施に

ついて」（昭和55年４月19日付け55構改Ａ第503号農林水産省構造改善局長、農蚕園

芸局長、畜産局長、食品流通局長通知）及び「過大積算等の不当事態の防止について」

（昭和56年５月19日付け56経第897号農林水産大臣官房長通知）によるものとする。 

（３）本事業により導入する機械等は、新品とする。 

（４）既存機械等の代替として同種・同能力のものを再整備すること（いわゆる更新と見

込まれる場合）は、本事業の補助の対象外とする。 

（５）本事業により導入する機械等の能力及び規模は、耕畜連携協議会内で十分協議し、

適切な能力及び規模のものを選定するものとする。 

（６）機械を導入する場合は、「強い農業づくり総合支援交付金の費用対効果分析の実施

について」（令和４年４月１日付け３新食第2087号、３農産第2896号、３畜産第1989

号農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）、農林水産省農産局長、農林

水産省畜産局長通知）に準じて、費用対効果分析を実施し、投資効率等を十分検討す

るものとし、当該農業機械の導入による全ての効用によって全ての費用を償うことが

見込まれることとする。 

（７）機械等をリース方式で導入する場合は次の①及び②により行うものとする。 

① リース料助成金の額の計算方法 

リースに係る助成金の額（以下「リース料助成額」という。）は、対象となる機

械等ごとに、次の計算式により計算し、それぞれ千円未満を切り捨てた額のいずれ

か小さい額とする。なお、算式中、リース物件価格及び残存価格は消費税を除く額

とし、リース期間は事業参加者が農業機械等を借り受ける日から当該リースの終了

予定日までの日数を365で除した数値の小数第３位の数字を四捨五入して小数第２

位で表した数値とする。 

ア リース料助成額＝リース物件価格×（リース期間／法定耐用年数）×補助率 

イ リース料助成額＝（リース物件価格－残存価格）×補助率 

② リース事業者の決定 

事業参加者は、交付決定後、リース事業者に機械等を納入する事業者を一般競争

入札等により選定した上で、リース契約を締結するリース事業者及びリース料を複

数のリース事業者の中から決定するものとする。 

３ 事業の成果目標及び目標年度 

（１）耕畜連携体制確立 

成果目標は、耕種農家等から畜産農家等へ供給される飼料作物（第４の１の（１）

に定める飼料作物に限る。）の供給量を事業実施前年度に比べ、５％以上増加するこ

ととし、事業完了年度から起算し３年目を目標年度とするものとする。 

（２）耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

成果目標は、飼料生産組織において、本事業で導入した機械等を用いた作業の受託

面積（自ら飼料を生産している組織にあっては飼料生産作業面積を含む。）が、事業

実施前年度に比べ 10％以上向上することとし、事業完了年度から起算し３年目を目

標年度とするものとする。 

４ その他交付に関する事項 

（１）事業参加者は、第５の３の（１）の①の規定による事業への参加に係る確認事項等
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に同意していること。  

（２）事業参加者は、第５の３の（３）の規定により行う現地確認等をはじめ、本事業の

実施に関し協力すること。 

（３）事業参加者は、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和28年法律第

35号）を遵守し、同法第50条に規定する製造業者や販売業者の届出等の手続きが必要

な場合は、確実に実施すること。 

 

第５ 事業実施の手続 

１ 事業実施主体の募集及び採択は、畜産局長が別に定める公募要領により行うものとす

る。  

２ 支援体制の整備（全国推進型及び地域推進型）の手続 

（１）耕畜連携協議会は、耕畜連携事業実施計画（地域推進型）（別紙３－１－１様式第

１号）を作成し、事業実施主体に提出するものとする。 

（２）事業実施主体は、耕畜連携事業実施計画（地域推進型）の内容を確認し、その内容

が適当と認められる場合には、耕畜連携事業実施計画（全国推進型）（別紙３－１－

１様式第２号）を作成し、畜産局長と調整の上、交付等要綱第７第１項に定める交付

申請書に添付するものとする。なお、公募要領に基づき提出した資料から変更がない

場合は、省略することができるものとする。 

３ 耕畜連携体制確立の手続 

（１）事業参加申込み  

① 本事業に参加しようとする畜産農家等及び耕種農家等は、利用供給計画（別紙３

－１－１様式第３号）及び事業参加申込書（別紙３－１－１様式第４号）、事業参

加に係る確認及び個人情報の取扱いに関する同意書（別紙３－１－１様式第５号）、

を耕畜連携協議会に提出するものとする。 

② 畜産農家等及び耕種農家等が、利用供給計画の提出時において、既に第４の１の

（２）の利用供給契約が締結されている場合は、契約書の写しを併せて添付するも

のとし、利用供給契約が締結されていない場合は、速やかに契約を締結し、耕畜連

携協議会に契約書の写しを提出するものとする。 

③ 耕畜連携協議会は、利用供給計画の内容を確認し、その内容が適当と認められる

場合には、利用供給地域計画（別紙３－１－１様式第６号）を作成し、利用供給計

画の写しを添付の上、事業実施主体に提出するものとする。 

④ 事業実施主体は、耕畜連携協議会から提出された利用供給地域計画の内容を確認

し、その内容が適当と認められる場合には、耕畜連携利用供給計画（別紙３－１－

１様式第７号）を作成し、畜産局長に提出するものとする。 

⑤ 畜産局長は、耕畜連携利用供給計画等の内容が第４の１の要件に適合しているか

を審査の上し、妥当と認めたときは、その結果を別紙３－１―１様式第８号により

事業実施主体に通知するものとする。なお、④の提出が、交付等要綱第７に定める

交付申請書又は第13に定める変更等承認申請書の添付により行われた場合は、それ

ぞれ交付等要綱第９に定める交付決定又は第13に定める変更等承認をもって当該

通知に代えることができるものとする。 

（２）変更の申出  

① 畜産農家等及び耕種農家等は、事業参加申込書の内容に変更があった場合、又は
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交付要件を満たせなくなった場合は、速やかに耕畜連携協議会に申し出るものとす

る。 

② 耕畜連携協議会は、畜産農家等及び耕種農家等から①の申出があった場合には、

速やかに事業実施主体に報告するものとする。  

③ 事業実施主体は、耕畜連携協議会から②の報告があった場合には、速やかに畜産

局長に報告するものとする。 

（３）現地確認等  

① 耕畜連携協議会は、（１）の③の確認の結果、事業参加申込書の内容が適当と認

められた事業参加者に対して、第４の１の（１）の要件に適合していることについ

て、別添３に定める方法により現地確認等を行うものとする。  

② 耕畜連携協議会は、現地確認等について、必要に応じて市町村、都道府県等の協

力を得て行うものとする。  

③ 耕畜連携協議会は、現地確認等が終了した後、速やかに事業参加者ごとの現地確

認等結果（別紙３－１－１様式第９号）及び現地確認等結果総括表（別紙３－１－

１様式第10号）を作成し、現地確認等結果総括表を事業実施主体に提出するものと

する。また、耕畜連携協議会は、現地確認等の結果を事業参加者に通知するものと

する。 

④ 事業実施主体は、必要に応じて、現地確認等及び都道府県に現地確認等結果総括

表の内容についての確認を行うものとする。この場合、確認の申込みを受けた都道

府県は、必要に応じて、現地確認等を行うことができるものとする。  

⑤ 畜産局長は、必要に応じて事業実施主体又は都道府県の協力を得て現地確認等を

行うことができるものとし、現地確認等を行う場合は、関係する耕畜連携協議会、

畜産農家等、耕種農家等及び飼料生産組織に通知するものとする。 

（４）事業参加者死亡時における補助金の交付の承継 

  ① 事業参加者が、（３）の①の現地確認等後に死亡した場合において、当該事業参

加者の経営を承継する者がいないときは、当該事業参加者の相続人は、当該事業参

加者が存命の間、本要領に定める交付要件を全て満たしていることを前提として、

当該事業参加者の補助金の交付を受けることができるものとする。 

  ② ①により補助金の交付を受けるための手続を行う者は、事業参加者の補助金の交

付の承継に関する申出書（別紙３－１－１様式第11号）に、事業参加者と相続関係

があることを確認できる書類、事業参加者が死亡したことを確認できる書類及び

相続人本人の口座で補助金の受領を希望する場合は、相続人の補助金交付先情報

（別紙３－１－１様式第12号）を添付して、事業参加者死亡後、速やかに耕畜連携

協議会に申し出るものとする。ただし、この申出を行うことができるのは事業参加

申込書の提出のあった年度内とする。また、耕畜連携協議会は、事業参加者の相続

人からこの申出があった場合には、速やかに事業実施主体に報告するものとする。

事業実施主体は上記の申し出があった場合には、速やかに畜産局長に報告するも

のとする。 

③ ①及び②による補助金の交付の承継に当たっては、第１の２の「年間」とあるの

は、「事業参加者の存命の間」と読み替えるものとする。 

４ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大の事業実施の手続 

（１）事業参加申込み 

① 第２の４の事業に参加しようとする飼料生産組織は、飼料生産組織取組拡大計
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画（別紙３－１－１様式第 13号）を作成し、耕畜連携協議会に提出するものとす

る。 

② 耕畜連携協議会は、飼料生産組織から提出された飼料生産組織取組拡大計画の

内容を確認し、その内容が適当と認められる場合には、耕畜連携飼料生産組織取

組拡大計画（別紙３－１－１様式第 14号）を作成し、飼料生産組織取組拡大計画

の写しと併せて、事業実施主体に提出するものとする。 

③ 事業実施主体は、耕畜連携協議会から提出された耕畜連携飼料生産組織取組拡大

計画等の内容を確認し、その内容が適当と認められる場合には、耕畜連携飼料生産

組織取組拡大計画総括表（別紙３－１－１様式第15号）を作成し、畜産局長に提出

するものとする。 

④ 畜産局長は、耕畜連携飼料生産組織取組拡大計画総括表等の内容が第４の２の要

件に適合しているかを審査の上し、妥当と認めたときは、その結果を別紙３－１－

１様式第16号により事業実施主体に通知するものとする。なお、③の提出が、交付

等要綱第７に定める交付申請書又は第13に定める変更等承認申請書の添付により

行われた場合は、それぞれ交付等要綱第９に定める交付決定又は第13に定める変更

等承認をもって当該通知に代えることができるものとする。 

（２）変更の申出  

① 飼料生産組織は、飼料生産組織取組拡大計画の内容に変更があった場合は、速や

かに耕畜連携協議会に申し出るものとする。 

② 耕畜連携協議会は、飼料生産組織から①の申出があった場合には、速やかに事業

実施主体に報告するものとする。  

③ 事業実施主体は、耕畜連携協議会から②の報告があった場合には、速やかに畜産

局長に報告するものとする。 

（３）事業の着手 

① 本要領第４の事業の着手については、機械の発注を含むものとする。 

② 本要領第４の規定は、飼料生産組織及び耕畜連携協議会においても同様に適用す

ることとし、第２の４における交付決定前着手届について、飼料生産組織は耕畜連

携協議会を経由して事業実施主体に届け出るものとする。 

③ 飼料生産組織が機械等の導入を行った場合には、その入札又はリース契約の結果

について、入札・リース契約結果報告書（別紙３－１－１様式第17号）により、耕

畜連携協議会を経由して事業実施主体に届け出るものとする。 

 

第６ 交付の対象及び補助率  

補助金の交付対象及び補助率は別添１のとおりとする。  

 

第７ 事業達成状況の報告及び事業の評価等 

１ 事業実施主体は、事業実施年度から目標年度の前年度までの毎年の達成状況について、

本要領別記様式第３号の達成状況報告書に耕畜連携事業達成状況報告書（別紙３－１－

１様式第18号）を添付の上、翌年度の７月末日までに畜産局長に報告するものとする。

なお、事業実施年度の達成状況については、交付等要綱第18に定める実績報告書の提出

を行い、内容に変更がない場合は、これをもって事業実施年度の達成状況の報告に代え

ることができるものとする。 
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２ 事業実施主体は、目標年度における成果目標の達成状況について、自ら評価し、本要

領別記様式第４号の事業評価報告書に耕畜連携事業評価報告書（別紙３－１―１様式第

19号）を添付の上、目標年度の翌年度の８月末日までに畜産局長に報告するものとする。 

３ 畜産局長は事業評価報告書の内容を点検し、成果目標が達成されていないと判断した

場合、事業実施主体に対し改善計画（別紙３－１―１様式第20号）を提出させ、目標達

成に向け必要な指導を行うものとする。また、畜産局長は、２の規定にかかわらず必要

に応じて事業実施主体に対し、随時実施状況についての報告を求めることができるもの

とする。また、報告を受けた実施状況の内容について検討し、必要があると判断した場

合には、関係する資料の請求や現地調査を実施できるものとする。その際、事業実施主

体は、畜産局長の求めに応じて、調査等に協力するものとする。 

 

第８ 機械等の管理運営等 

１ 本事業で導入した機械は常に良好な状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その

目的に即して効率的な運用を図り、適正に管理運営することとする。 

２ 本事業で導入した機械等については、事業目的の飼料生産作業への影響がない範囲で

他の生産作業に活用することができるものとする。 

３ 本事業で導入した機械については、見える箇所に事業実施年度、事業名、飼料生産組

織名を記載等するものとする。 

 

第９ その他 

本要領に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、必要に応

じて農林水産省畜産局飼料課長が別に定めるものとする。 
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別添１ 交付対象及び補助率 

取組事項 助成対象 補助率 
１ 支援体制の整備（全国

推進型） 
 

（１）耕畜連携協議会への支援（設立

支援を含む） 
（２）耕畜連携協議会及び事業参加

者に対する指導・助言 
（３）現地確認等 
（４）畜産農家等と耕種農家等のマ

ッチング活動 
（５）本事業の効果の検証・検証結果

の報告 
（６）耕畜連携希望調査 
（７）その他本事業の推進に必要と

なる業務 

定額 

２ 支援体制の整備（地域

推進型） 
（１）事業参加者に対する指導・助言 
（２）現地確認等 
（３）畜産農家等と耕種農家等のマ

ッチング活動 
（４）本事業の効果の検証・検証結果

の報告 
（５）耕畜連携希望調査 
（６）その他本事業の推進に必要と

なる業務 

定額 

３ 耕畜連携体制確立 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

耕種農家等から品質表示された飼料

作物の供給を受けた畜産農家等が、

耕種農家等及び耕畜連携協議会に対

し飼料分析・給与情報等の提供を行

った次の飼料作物 
（１）畜産農家等 

① 青刈りとうもろこし 

② ソルゴー（スーダングラス

を含む） 

③ 牧草（飼料用の麦類を含

む） 

④ 子実用とうもろこし 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
定額 
ただし、①、②及び

③については、次の

とおりとする。 
（基準年から起算し

１年目の場合） 
7,800円/トン以内 

（２年目の場合） 

6,240円/トン以内 

（３年目の場合） 

3,900円/トン以内 

④については、次の

とおりとする。 

（基準年から起算し

1年目の場合） 
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（２）耕種農家 

  ① 青刈りとうもろこし 

  ② ソルゴー（スーダングラス

を含む） 

  ③ 牧草（飼料用の麦類を含

む） 

  ④ 子実用とうもろこし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

12,000円/トン以内 

（２年目の場合） 

9,600円/トン以内 

（３年目の場合） 

6,000円/トン以内 

（注１～注３） 
 
定額 
ただし、①、②及び

③については、次の

とおりとする。 
（基準年から起算し

１年目の場合） 
8,300円/トン以内 

（２年目の場合） 
6,640円/トン以内 

（３年目の場合） 
4,150円/トン以内 

④については、次の

とおりとする。 

（基準年から起算し

１年目の場合） 

12,200円/トン以内

（２年目の場合） 

9,760円/トン以内 

（３年目の場合） 

6,100円/トン以内 

（注１～注３） 
４ 耕畜連携飼料生産組織

取組拡大 
 ① 機械等導入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）飼料計量器の購入又はリース 
（２）飼料播種機械の購入又はリー

ス 

（３）マルチ施工・除去用機械の購入

又はリース 

（４）農薬散布機械の購入又はリー

ス 
（５）飼料刈取機械の購入又はリー

ス 

（６）飼料収穫機械の購入又はリー

ス 

（７）梱包格納用機械の購入又はリ

ース 

（８）飼料運搬車の購入又はリース

１／２以内 
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 ② 保管場所の確保 
 

（注４） 

（９）トラクターの購入又はリース

（注５） 

（10）暗渠施工機械の購入又はリー

ス 

（11）溝切機械の購入又はリース 

（12）耕起、砕土、鎮圧、均平、砕石

用機械の購入又はリース 

（13）簡易保管庫整備（注６） 

（14）堆肥に係る運搬（注７）、散布、

深耕施肥用機械の購入又はリ

ース 

（15）自動操舵ガイダンスシステム、

自動操舵装置等の購入、リース

又はレンタル 

（16）無人航空機の購入、リース又は

レンタル（注８） 

 

保管庫の借上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１/２以内（ただ

し、飼料生産組織当

たり 100万円以内／

年とする（助成対象

期間は５月～翌年３

月）。） 
注１：取組事項の欄の３の取組において、交付対象重量は 10㎏単位とし、10㎏未満は切

り捨てとする。 

注２：取組事項の欄の３の取組において、飼料の重量は搬入日、生産者、飼料の種類、飼

料の形状ごとに１個以上重量を計量するものとするが、計量が困難な場合は地域普

及指導機関等と相談の上、地域での平均重量から算出できるものとする。 

注３：取組事項の欄の３の取組において、１つの利用供給契約について 300㎏を下限とす

る。 

注４：飼料運搬車は飼料運搬専用車に限る。 

注５：牽引等が必要な（２）から（７）までに掲げる機械と一体的に導入する場合に限

り、トラクターの導入を対象とする。 

注６：簡易保管庫の整備は撤去・移動が可能な構造のものに限る。 

注７：堆肥運搬機は堆肥運搬専用機に限る。 

注８：無人航空機は播種又は防除用に限る。 
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別添２ 品質表示項目 

 

 １ 別紙３－１―１第４の１の（１）の品質表示の項目は以下のとおりとし、（１）共

通事項及び（２）の①の必須事項は必ず表記するものとし、（２）の②の選択項目に

ついては表１から必要に応じ選択し表示するものとする。 

 

 （１）共通事項 供給者名、生産地、連絡先、品種・製品名、ほ場番号、収穫年月日、

家畜飼料向けである旨 

 （２）共通事項以外 

①必須項目 ＴＤＮ、水分、ＣＰ、ＥＥ、ＮＦＥ、ＣＦ、ＣＡ 

②選択項目 表１から必要に応じ選択 
 

注 ＴＤＮ：可消化養分総量、ＣＰ：粗タンパク質、ＥＥ、粗脂肪、ＮＦＥ：可溶無窒素物、 

ＣＦ：粗繊維、ＣＡ：粗灰分 

表 1 

  乾草等 
 

サイレージ、ヘイレージ、子

実用とうもろこし等 
選択項目 栽培管理情報 播種年月日 

施肥年月日 
除草剤の名称及び散布年月

日 
除草剤・殺菌剤等の名称及び

散布年月日 

播種年月日 
施肥年月日 
除草剤の名称及び散布年月

日 
除草剤・殺菌剤等の名称及び

散布年月日 
収穫調製情報 ほ場の状態 

収穫体系 
刈取ステージ 
番草 
刈取高 
飼料の大きさ・形状・重量 
雑草の発生程度 
病害虫の被害程度 
倒伏等の被害程度 

ほ場の状態 
収穫体系 
刈取ステージ 
番草 
刈取高 
飼料の大きさ・形状・重量 
フィルムの巻数 
添加剤の有無及び名称 
雑草の発生程度 
病害虫の被害程度 
倒伏等の被害程度 

成分等表示 硝酸態窒素 ｐＨ 

Ｖスコア 
βカロテン 
硝酸態窒素 
カビの発生 

その他 取引先の求めに応じ必要な

項目 
取引先の求めに応じ必要な

項目 
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別添３ 現地確認等の実施手順 

 

第１ 事業参加者は、現地確認等に当たり別紙３－１－１の第４の１の（１）に規定する事

業の要件に係る資料等を別紙３－１－１の第５の３の（３）の現地確認等を実施する者

（以下「現地確認等実施者」という。）に提供するものとする。 

 

第２ 現地確認等実施者は、次の規定に従い、事業参加者が別紙３－１－１の第４の１の

（１）に規定する要件を満たしているか確認するものとする。 

 １ 畜産農家等の確認 

（１）畜産農家等は次の内容を証する書面等を整備するとともに、現地確認等実施者は、

畜産農家等が事業要件を満たしているか次の内容を確認するものとする。 

   ① 耕種農家等から供給された飼料作物の種類 

   ② 耕種農家等から供給された飼料作物の種類ごとの重量 

   ③ 耕種農家等から供給された飼料作物の増加量 

   ④ 飼料成分の分析、給与状況の記帳状況の確認 

⑤ 耕種農家等及び耕畜連携協議会への供給情報の提供状況の確認 

   ⑥ 重量の測定又は設定方法（耕種農家等が測定した重量を用いる場合は不要） 

 （２）（１）の確認は次により実施するものとする 

   ① （１）の①及び②の内容に関する書面の整備及び確認は、納入伝票、納品伝票、

領収書等の確認により行うものとする。 

② （１）の③の内容に関する書面の整備及び確認は、事業実施前の供給数量につい

ては納入伝票、納品伝票、領収書その他供給数量が確認できる書面により行うもの

とし、事業実施年度の供給数量は①に準じて確認を行うものとする。 

③ （１）の④及び⑤の内容に関する書面の整備及び確認は、飼料の分析結果、給与

野帳及び情報提供資料等により確認するものとする。 

   ④ （１）の⑥の内容に関する書面の整備及び確認は、耕種農家等、飼料の種類、梱

包の大きさ等別に１個当たりの重量が同等と判断される飼料について１個以上の

重量を測定するものとし、その測定結果を書面等により確認するものとする（普及

指導機関により重量が設定された場合はそのことを証する書面により確認を行

う）。 

 ２ 耕種農家等の確認 

（１）耕種農家等は次の内容を証する書面等を整備するとともに、現地確認等実施者は、

耕種農家等が事業要件を満たしているか次の内容を確認するものとする。 

   ① 供給した飼料作物の種類 

   ② 供給した飼料作物の種類ごとの重量 

   ③ 生産ほ場が要件に合致することの確認 

   ④ 品質表示の有無 

   ⑤ 重量の測定又は設定方法（畜産農家等が測定した重量を用いる場合は不要） 

（２）（１）の書面の整備及び確認は、次により実施するものとする。 

   ① （１）の①及び②の内容に関する書面の整備及び確認は、納入伝票、納品伝票、

領収書、生産野帳等の確認により行うものとする。 

② （１）の③の書面の整備及び確認は第４の１の（１）の②に合致することを証す

る書面により確認するものとする。 
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③ （１）の④の書面の整備及び確認は品質表示が行われたことを証する書面により

確認を行うものとする。 

④ （１）の⑤の書面の整備及び確認は、供給先、飼料の種類、梱包の大きさ等別に

１個当たりの重量が同等と判断される飼料について１個以上の重量を測定するも

のとし、その測定結果を書面等により確認するものとする。（普及指導機関により

重量が設定された場合はそのことを証する書面により確認を行う。） 
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別紙３－１－１様式第１号（第５の２の（１）関係） 

 

○○年度 

飼料供給連携体制整備対策（連携型）事業実施計画（地域推進型） 

 

耕畜連携協議会名： 

 

１ 事業内容 

区分 実施時期 取組内容 
事業費 

（円） 

負担区分 

備考 国庫補助金

（円） 

その他 

（円） 

１ 

支援体制

の 整 備

（地域推

進型） 

 

 

（１） 

事業参加者に対

する指導助言 

 

   

   

 

（２） 

現地確認等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

マッチング活動 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 

事業効果の検証 
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（５） 

耕畜連携希望調

査 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 

その他 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小計） 

 

 

      

２ 

耕畜連携

体制確立 

       

３  

耕畜連携

飼料生産

組織取組

拡大 

       

計 
 

 

   

注１：他の機関に対して委託を行う場合は、備考欄に委託と記入し、委託先等の明細を様式第１－１号に記載すること。 

２：備考欄には、負担区分欄の経費の根拠（経費の内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。なお、実施内容及び備考欄は別葉とすることがで

きる。 

 ３：仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち国庫補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」

と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ備考欄に記入すること。 
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２ 成果目標 

（１）耕畜連携体制確立 

飼料作物の供給量の増加 

畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 
供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

 
 

          

 
 

          

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 

 

（２）耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

作業面積の拡大 

飼料生産組織名 作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 

 

     

(    ) 

  

(    ) 

  

(    ) 

 

 

 

     

(    ) 

  

(    ) 

  

(    ) 

 

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 
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３ 飼料の安定供給及び品質向上 

 
 
 
 
注１：飼料の安定供給及び品質向上に向けた取組概要を記載すること。取組の概要については、誰が、何を、どのように実施するか明確に記載すること。 

注２：実績報告時には、検証結果報告書を添付すること。 

 

４ 堆肥の有効活用 

 
 
 
 
注：堆肥の有効活用に向けた取組概要を記載すること。取組の概要については、誰が、何を、どのように実施するか明確に記載すること。 

 

５ 事業の推進体制（連携関係の図） 

 
 
 
 
注１：構成員や事業参加者、関係者における事業上の役割と連携関係を詳しく記すこと。既に整理されている資料がある場合は、当該資料の

添付でも可。 

２：耕種農家と畜産農家の契約状況が分かるように作成すること。 

３：耕畜連携協議会の規約、構成員名簿を添付すること。  
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別紙３－１－１様式第１－１号（委託先の明細） 

 

耕畜連携協議会名： 

 

委託先の主な取組内容と配分予定額 

 

委託先名 

 

主な取組内容 

 

配分予定額（千円） 
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別紙３－１－１様式第２号（第５の２の（２）関係） 

 

○○年度 

飼料供給連携体制整備対策（連携型）事業実施計画（全国推進型） 

 

 

事業実施主体名： 

 

１ 事業内容 

区分 実施時期 取組内容 
事業費 

（円） 

負担区分 

備考 国庫補助金

（円） 

その他 

（円） 

１ 

支援体制

の 整 備

（全国推

進型） 

 

（１） 

耕畜連携協議会

への支援 

   

   

（２） 

耕畜連携協議会

及び事業参加者

に対する指導・

助言 

   

   

（３） 

現地確認等 
   

   

（４） 

マッチング活動 
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（５） 

事業効果の検証 
   

   

（６） 

耕畜連携希望調

査 

   

   

（７） 

その他 

（     ） 

   

   

（小計）       

２ 

耕畜連携

体制確立 

       

３  

耕畜連携

飼料生産

組織取組

拡大 

       

計 
 

 

   

注１：他の機関に対して委託を行う場合は、備考欄に委託と記入し、委託先等の明細を様式第３－１号に記載すること。 

２：備考欄には、負担区分欄の経費の根拠（経費の内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。なお、実施内容及び備考欄は別葉とすることがで

きる。 

 ３：仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち国庫補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」

と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ備考欄に記入すること。 
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２ 成果目標 

（１）耕畜連携体制確立 

飼料作物の供給量の増加 

耕畜連

携協議

会名 

畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度(○年度) １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 
供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

            

           

            

           

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 

 

（２）耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

作業面積の拡大 

耕畜連携 

協議会名 

飼料生産 

組織名 
作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 
   

 
       

           

 

 

           

           

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 
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３ 飼料の安定供給及び品質向上 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

注１：飼料の安定供給及び品質向上に向けた取組概要を記載すること。取組の概要については、誰が、何を、どのように実施するか明確に記載 

すること。 

注２：実績報告時には、検証結果報告書を添付すること。 

 

４ 堆肥の有効活用 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

注：堆肥の有効活用に向けた取組概要を記載すること。取組の概要については、誰が、何を、どのように実施するか明確に記載すること。 
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５ 事業の推進体制 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 

注１：耕畜連携協議会ごとに、構成員や事業参加者、関係者における事業上の役割と連携関係を詳しく記すこと。既に整理されている資料が

ある場合は、当該資料の添付でも可。 

２：耕種農家と畜産農家の契約状況が分かるように作成すること。 
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別紙３－１－１様式第２－１号（委託先の明細） 

 

事業実施主体名： 

 

委託先の主な取組内容と配分予定額 

 

委託先名 

 

主な取組内容 

 

配分予定額（千円） 
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別紙３－１－１様式第３号（第５の３の（１）の①関係） 

 

 

年  月  日 

 

〇〇耕畜連携協議会長  

 ○○ 殿 

畜産農家等、耕種農家等名 ○○ 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領の別紙３－１－１の第５の３の（１）の①に定める利用供給計画を提出い

たします。 

 

※ 別紙３－１－１様式第３－１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第３－１号（第５の３の（１）の①関係） 

 

 

 

 

 

○〇年度～○○年度 

利用供給計画 
 

〇年〇月 

 

畜産農家等、耕種農家等名：〇〇 

代表者氏名：〇〇 

（○年目） 
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１ 年度ごとの飼料作物の供給計画 

耕種農

家等名 

供給先

畜産農

家等名 

飼料作

物名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

備考 
作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち事

業供給

面積 

(ha) 

うち事

業供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち事

業供給

面積 

(ha) 

うち事

業供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち事

業供給

面積 

(ha) 

うち事

業供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち事

業供給

面積 

(ha) 

うち事

業供給

量 

(㎏) 

  青刈り

とうも

ろこし 

                 

 ソルゴ

ー 

                 

 牧草 

 

                 

 子実用

とうも

ろこし 

                 

合計 
                 

注１：作付面積、生産量には耕種農家等における各飼料作物の全体の作付面積、全体の生産重量を記入すること。 

２：事業供給面積及び事業供給量は、畜産農家等への供給分を記入すること。 

３：「うち事業供給量」は、「２ 事業年度の利用供給計画の詳細」のうち「②のうち事業による供給量（増加量）④」と整合性を図ること。 

４：本事業により機械を導入する場合は、備考欄に機械を導入する飼料生産組織名及び実施する作業名を記入すること。 

５：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 
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２ 事業年度の利用供給計画の詳細 

畜産農家

等名 

(畜種) 

飼料 

供給者

(耕種農

家等)名 

飼料 

作物名 

基準年 

(○年度) 

国産飼料利

用量(㎏)① 

事業実施年

度 

(○年度) 

国産飼料 

確保計画量 

(㎏)② 

飼料の 

増減量(㎏) 

③ =②-① 

②のうち 

事業による

供給量 

(増加量) 

(㎏) 

④ 

助成対象 

重量 

 (㎏) 

⑤=（③と

④のどちら

か低い値） 

補正係数の

算定（㎏）

⑥=（⑤を転

記。⑤のう

ち対象重量

がマイナス

の場合、ゼ

ロを記入） 

補正後助成

対象重量

（㎏） 

⑩=各作物

の⑥の値×

⑨ 

補正単価 

（t/円） 

⑪ 

助成額 

（円） 

⑫＝⑩×⑪ 

  青 刈 り

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 ソ ル ゴ

ー 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 牧草        （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 子 実 用

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 合計     ⑦ ⑧    

 補正      補正係数⑨=⑦÷⑧ 
注１：事業実施年度の国産飼料確保計画量④は、自家産＋国産飼料の購入量の計画量を記入すること。 

 ２：補正係数⑨は、小数点以下第２位を四捨五入すること。 

 ３：補正後の助成対象重量⑩は、10kg未満を切捨てること。 

 ４：⑦がゼロ以下の場合はゼロとすること。 

５：②のうち事業による供給量（増加量）④は、「１ 飼料作物の供給計画」のうち「事業供給量」と整合性を図ること。 

６：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 
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３ 成果目標 

飼料作物の供給量の増加 

畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 
供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

 
 

          

 
 

          

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 

 

４ 耕畜連携推進体制図 

 

記入例    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：堆肥や稲わらの利用供給がある場合は記載すること。 

○○耕畜連携協議会 

（構成員：○○、○○、○○） 

耕種農家（○戸）） 

飼料作物の種類 ○ｔ 
畜産農家（経営類型（○戸）） 
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別紙３－１－１様式第４号（第５の３の（１）の①関係） 

 

事業参加申込書 

 

年  月  日  

〇〇耕畜連携協議会長  

 ○○ 殿 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領別紙３－１－１の第５の３の（１）の①及に基づき、下記のとおり事業参

加申込書を提出します。 

記 

１．事業参加申込者 

経営区分 

畜産農家等 耕種農家等 

  

 

① 

② 

氏名又は法人・組織名 

フリガナ フリガナ 

 

 

① 

② 

代表者氏名 

（法人・組織の場合） 

フリガナ フリガナ 

 

 

① 

② 

郵便番号・住所 
 

 

① 

② 

連絡先 

（電話番号） 

 

（電子メール） 

 

（電話番号） 

① 

② 

（電子メール） 

① 

② 

注１：経営区分には、 

① 畜産農家等の場合は、酪農経営者、酪農経営者組織、肉用牛経営者、肉用牛経営者

組織、養豚経営者、養豚経営者集団、養鶏経営者、養鶏経営者集団のいずれかを記

入。 

② 耕種農家等の場合は、耕種経営者、耕種経営者集団のいずれかを記入。 

２：事業参加者が法人又は組織の場合は代表者の情報を記入し、別紙３－１－１様式第

３―１号（組織構成員）により、構成員の情報を添付すること。 
３：耕種農家または畜産農家に複数の参加者が存在する場合は番号を付して情報を記入

すること。 
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２．法令等の順守状況 

（１）「環境負荷低減のチェックシート」による生産活動の点検※１ 

該当するものにチェック 

□ 実践している □ 実践していない 

※１ 国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業補助金交付等要綱（令和６年○月○日付

け６畜産第○○号事務次官依命通知）別記様式第 12号に定めるチェックシート 

 

（２）家畜排せつ物管理に関する指導等※２ 

該当するものにチェック 

□ 指導等を受けていな

い 

□指導等を受けたが、前

年度までに改善済み 

□指導を受けたがまだ改

善していない 

※２ 「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」（平成 11 年法

律第 112 号）第４条及び第５条による都道府県知事からの文書による指導及び

助言並びに勧告 

注：畜産農家等が参加者に含まれる場合に記入すること 

 

（３）その他環境法令の違反※３ 

該当するものにチェック 

□ 無 □ 有 

※３ 以下の法律または命令に違反したことにより罰金以上の刑に処せられ、刑の

執行を受けることがなくなった日から３年経過していない場合は、有にチェック

を記載。 

① 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137号） 

② 湖沼水質保全特別措置法（昭和 59 年法律第 61 号） 

③ 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

④ 悪臭防止法（昭和 46 年法律第 91 号） 

⑤ 以上の法律に基づく命令の規定 

   注：畜産農家等が参加者に含まれる場合に記入すること 
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別紙３－１－１様式第４―１号（組織構成員） 
 
法人・組織名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
  

事業参加者 

  氏名 住所 

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     
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別紙３－１－１様式第５号（第５の３の（１）の①関係） 
 

事業参加に係る確認及び 

個人情報の取扱いに関する同意書 

 

１ 事業参加に係る確認事項 

 

1. 事業参加者は、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業実施要領（６畜産第●●号

令和６年 ●月●日農林水産省畜産局長通知。以下「実施要領」という。）の別

紙３－１－１の国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業のうち国産飼料の流通推進

対策のうち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型の事業細目及び具体的な手続

等について（以下「連携型細目等」という。）をよく読むなど、事業の趣旨や内

容をよく理解すること。 

 

2. 事業参加者は、連携型細目等に示す取組内容を理解の上、利用供給計画に基づき

取組を実施すること。 

 

3. 事業参加者は、事業参加申込書等の内容に変更があった場合は、速やかに申し出

ること。 

 

4. 事業参加者は、農林水産省、都道府県、事業実施主体及び耕畜連携協議会等によ

る参加申込内容の確認及び現地確認に協力すること。 

 

5. 事業参加者は、申請の基礎となった証拠書類又は証拠物を５年間保管するととも

に、農林水産省、都道府県、事業実施主体及び耕畜連携協議会等の現地確認等を

実施する事業者からの求めに応じて提供すること。 

 

6. 本事業に係る補助金の交付を受けた後に実施される確認の対象となった事業者は、

現地確認等の実施に協力すること。 

 

7. 本事業に係る補助金の交付を受けた後に補助金の交付要件を満たさないことが判

明した場合、現地確認を拒否した場合、その他の連携型細目等に違反した場合に

は、補助金を返還すること。 
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２ 個人情報の取扱いに関する同意事項 

 

１．個人情報の利用 

農林水産省本省は、耕畜連携国産飼料利用拡大対策の補助金を交付するために、

事業参加申込者から提供された個人情報を「行政機関の保有する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年法律第 58 号）」その他関係法令に基づき適正に管理し、本

事業に係る補助金の交付事務のために利用します。 

 

２．個人情報の第三者提供 

（１）農林水産省本省は、事業参加申込内容を確認するため、事業参加者の関係する

地方自治体及び関係団体に、必要最小限の参加申込内容を提供します。 

（２）農林水産本省は、本事業の補助金交付後の現地確認等を実施するため、事業参

加者から提供された参加申込内容及び交付申請内容を、現地確認等を実施する事

業者に提供します。 

 

 

私は、１の事項について確認し、２の事項について同意します。 

 

 

年  月  日 

 

（本人署名） 
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別紙３－１－１様式第６号（第５の３の（１）の⑤） 

 

 

年  月  日 

 

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

〇〇耕畜連携協議会    

会長〇〇 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領の別紙３－１－１の第５の３の（１）の⑤に定める利用供給地域計画を提

出します。 

 

※ 別記３－１－１様式第６―１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第６－１号（第５の３の（１）の⑤関係） 

 

 

 

 

 

〇○年度～○○年度 

利用供給地域計画 
 

〇年〇月 

 

耕畜連携協議会名：〇〇耕畜連携協議会 

代表者氏名：〇〇 

（○年目） 
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１ 年度ごとの飼料作物の供給計画 

耕種農

家等名 

供給先

畜産農

家等名 

飼料作

物名 

事業実施前年度(○年度) １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

備考 
作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

  青刈り

とうも

ろこし 

 

                 

 ソルゴ

ー 

 

                 

 牧草 

 

 

                 

 子実用

とうも

ろこし 

 

                 

小計 
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  青刈り

とうも

ろこし 

 

                 

 ソルゴ

ー 

 

                 

 牧草 

 

 

         

 

        

 子実用

とうも

ろこし 

 

                 

小計 
                 

合計 
                 

注１：作付面積、生産量には耕種農家等における各飼料作物の全体の作付面積、全体の生産重量を記入すること。 

２：事業供給面積及び事業供給量は、畜産農家等への供給分を記入すること。 

３：「うち事業供給量」は、「２ 事業年度の利用供給計画の詳細」のうち「②のうち事業による供給量（増加量）④」と整合性を図ること。 

４：本事業により機械を導入する場合は、備考欄に機械を導入する飼料生産組織名及び実施する作業名を記入すること。 

５：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 
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２ 事業年度の利用供給計画の詳細 

畜産農家

等名 

(畜種) 

飼料 

供給者

(耕種農

家等)名 

飼料 

作物名 

基準年 

(○年度) 

国産飼料利

用量(㎏)① 

事業実施年

度 

(○年度) 

国産飼料 

確保計画量 

(㎏)② 

飼料の 

増減量(㎏) 

④ =②-① 

②のうち 

事業による

供給量 

(増加量) 

(㎏) 

④ 

助成対象 

重量 

 (㎏) 

⑤=（③と

④のどちら

か低い値） 

補正係数の

算定（㎏）

⑥=（⑤を転

記。⑤のう

ち対象重量

がマイナス

の場合、ゼ

ロを記入） 

補正後助成

対象重量

（㎏） 

⑩=各作物

の⑥の値×

⑨ 

補正単価 

（t/円） 

⑪ 

助成額 

（円） 

⑫＝⑩×⑪ 

  青 刈 り

と う も

ろこし 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 ソ ル ゴ

ー 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 牧草 

 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 子 実 用

と う も

ろこし 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 小計 

 

    ⑦ ⑧    

 補正 

 
     補正係数⑨=⑦÷⑧ 
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  青 刈 り

と う も

ろこし 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 ソ ル ゴ

ー 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 牧草 

 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 子 実 用

と う も

ろこし 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

 小計 

 

    ⑦ ⑧    

 補正 

 
     補正係数⑨=⑦÷⑧ 

合計 
         

注１：事業実施年度の国産飼料確保計画量④は、自家産＋国産飼料の購入量の計画量を記入すること。 

 ２：補正係数⑨は、小数点以下第２位を四捨五入すること。 

 ３：補正後の助成対象重量⑩は、10kg未満を切捨てること。 

 ４：⑦がゼロ以下の場合はゼロとすること。 

５：②のうち事業による供給量（増加量）④は、「１ 飼料作物の供給計画」のうち「事業供給量」と整合性を図ること。 

６：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 
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３ 成果目標 

飼料作物の供給量の増加 

畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 
供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

 
 

 

 

         

 
 

 

 

         

 
 

 

 

         

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 

 

 



 

44 

 

 

別紙３－１－１様式第７号（第５の３の（１）の⑥） 

 

 

年  月  日 

 

農林水産省畜産局長 殿 

 

事業実施主体名： 

代表者の役職及び氏名： 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領の別紙３－１－１の第５の３の（１）の⑥に定める耕畜連携利用供給計画

を提出します。 

 

※ 別記３－１－１様式第７―１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第７－１号（第５の３の（１）の⑥関係） 

 

 

 

 

 

〇○年度～○○年度 

耕畜連携利用供給計画 
 

〇年〇月 

 

事業実施主体名：〇〇 

代表者氏名：〇〇 

（○年目） 
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１ 年度ごとの飼料作物の供給計画 

耕畜連

携協議

会名 

耕種農

家等名 

供給先

畜産農

家等名 

飼料作

物名 

事業実施前年度(○年度) １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

備考 
作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

作付 

面積 

(ha) 

生産 

量 

(㎏) 

うち

事業

供給

面積 

(ha) 

うち

事業

供給

量 

(㎏) 

   青刈り

とうも

ろこ 

し 

                 

                   

  ソルゴ

ー 

 

                 

                   

  牧草 

 

 

                 

                   

  子実用

とうも

ろこし 

 

                 

                   

 

小計 
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   青刈り

とうも

ろこし 

                 

                   

  ソルゴ

ー 

 

                 

                   

  牧草 

 

 

                 

                   

  子実用

とうも

ろこし 

 

                 

                   

 

小計 

 

                 

合計                  

注１：作付面積、生産量には耕種農家等における各飼料作物の全体の作付面積、全体の生産重量を記入すること。 

２：事業供給面積及び事業供給量は、畜産農家等への供給分を記入すること。 

３：「うち事業供給量」は、「２ 事業年度の利用供給計画の詳細」のうち「②のうち事業による供給量（増加量）④」と整合性を図ること。 

４：本事業により機械を導入する場合は、備考欄に機械を導入する飼料生産組織名及び実施する作業名を記入すること。 

５：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 
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２ 事業年度の利用供給計画の詳細 

耕畜連携

協議会名 

畜産農

家等名 

(畜種) 

飼料 

供給者

(耕種農

家等)名 

飼料 

作物名 

基準年 

(○年度) 

国産飼料

利用量

(㎏)① 

事業実施年

度 

(○年度) 

国産飼料 

確保計画量 

(㎏)② 

飼料の 

増減量

(㎏) 

⑤ =②-① 

②のうち 

事業によ

る供給量 

(増加量) 

(㎏) 

④ 

助成対象 

重量 

 (㎏) 

⑤=（③と

④のどち

らか低い

値） 

補正係数の

算定（㎏）

⑥=（⑤を

転記。⑤の

うち対象重

量がマイナ

スの場合、

ゼロを記

入） 

補正後助

成対象重

量（㎏） 

⑩=各作

物の⑥の

値×⑨ 

補正単価 

（t/円） 

⑪ 

助成額 

（円） 

⑫＝⑩

×⑪ 

   青 刈 り

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  ソ ル ゴ

ー 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  牧草 

 

 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  子 実 用

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  小計 

 

    ⑦ ⑧    

  補正 

 
     補正係数⑨=⑦÷⑧ 
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   青 刈 り

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  ソ ル ゴ

ー 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  牧草        （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  子 実 用

と う も

ろこし 

       （畜産農家等）  

（耕種農家等）  

  小計     ⑦ ⑧    

  補正      補正係数⑨=⑦÷⑧ 

合計 
         

注１：事業実施年度の国産飼料確保計画量④は、自家産＋国産飼料の購入量の計画量を記入すること。 

 ２：補正係数⑨は、小数点以下第２位を四捨五入すること。 

 ３：補正後の助成対象重量⑩は、10kg未満を切捨てること。 

 ４：⑦がゼロ以下の場合はゼロとすること。 

５：②のうち事業による供給量（増加量）④は、「１ 飼料作物の供給計画」のうち「事業供給量」と整合性を図ること。 

６：本事業の実績がある場合は、実績値を記入すること。 

 

   

  



 

50 

 

 

３ 成果目標 

飼料作物の供給量の増加 

耕畜連

携協議

会名 

畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度(○年度) １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 
供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

            

           

            

           

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 
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別紙３－１―１様式第８号（第５の３の（１）の⑤関係） 

 

番     号  

年  月  日  

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

 

農林水産省畜産局長 

  

○○年度国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料

供給連携体制整備対策のうち連携型）の耕畜連携利用供給計画に対する審査結果につ

いて 

 

 ○月○日付けで申請のあった国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流

通推進対策のうち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型）耕畜連携利用供給計画に

ついて、審査の結果を下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 補助金交付対象総重量 

青刈りとうもろこし  ㎏ 

ソルゴー（スーダングラスを含む。）  ㎏ 

牧草（飼料用の麦類を含む。）  ㎏ 

子実用とうもろこし  Kg 
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別紙３－１－１様式第９号（第５の３の（３）の③関係） 

現地確認等結果 

Ⅰ 耕種農家等用                  耕畜連携協議会名： 

１．現地確認等実施者氏名等 

実施年月日 実施者の所属組織等の名称 実施者の氏名 

年   月   日 
  

２．整理番号 

整理番号 

                    

３．耕種農家等氏名 

フリガナ 
 

フリガナ 
 

氏名又は法人、

組織名 
 

代表者氏名(法

人、組織のみ） 
 

４．飼料作物生産・供給状況 

項目 
現地確認等後 

青刈りとうも

ろこし 

現地確認等後 

ソルゴー 
現地確認等後 

牧草 

現地確認等後 

子実用とうも

ろこし 

合計面積及び

重量 

作付面積 a a a a a 

生産量 ㎏  ㎏ ㎏ ㎏ ㎏ 

うち供給先・

供給量 

（氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ 

（氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ （氏名） ㎏ 

生産ほ場の 

要件確認 

     

品質表示の 

有無 

     

重量の測定手

法 

     

注１：10a（アール）未満又は 10 ㎏未満切捨て後の面積及び重量を記入。 

注 ：生産ほ場の要件確認は適、不適、品質表示の実施状況は有、無、重量測定の手法は適、不適

を記入。 

５．堆肥の受入状況 

堆肥供給元畜産農家等名 堆肥の受入状況 

 受入希望量① 受入重量② 受入割合③=②／① 

６．法令等の遵守状況 

境負荷低減のチェックシート 
適 不適 
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Ⅱ 畜産農家等用 
１．現地確認等実施者氏名等 

実施年月日 実施者の所属組織等の名称 実施者の氏名 

年   月   日 
  

 
２．整理番号 

整理番号 

                    

 
３．畜産農家等氏名 

フリガナ 
 

フリガナ 
 

氏名又は法人、

組織名 

 
代表者氏名(法

人、組織のみ） 

 

 
４．飼料作物受け入れ状況 

青刈りとうもろこし ソルゴー 

供給者

氏名 

拡大重

量 

分析点

数 

給与状

況記帳

の有無 

情報提

供の有

無 

供給者

氏名 

拡大重

量 

分析点

数 

給与状

況記帳

の有無 

情報提

供の有

無 

          

 
牧草 子実用とうもろこし 

供給者

氏名 

拡大重

量 

分析点

数 

給与状

況記帳

の有無 

情報提

供の有

無 

供給者

氏名 

拡大重

量 

分析点

数 

給与状

況記帳

の有無 

情報提

供の有

無 

          

 

合計重量 

（10㎏未満切捨て） 

氏名 重量  

注１：10㎏未満切捨て後の合計重量。 
２：氏名には供給者氏名を記入。 
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５．堆肥の供給状況 
余剰堆肥量（t）① 供給先氏名 供給量② 供給割合③＝②／① 

    

   

   

合計   ③ 

 
６．法令等の遵守状況 
環境負荷低減のチェ

ックシート 

家畜排せつ物等の管理状況（注３） その他環境法令 

の違反の遵守 

（注４） 

指導等の有無 指導等に対する 

改善の状況 

適 不適 適 不適 適 不適 適 不適 

注３：指導等とは、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律第４条及び第５条

による都道府県知事からの文書による指導及び助言並びに勧告をいう。改善状況について

は、事業実施の前年度までに改善を行っていない場合は「不適」となる。  
４：その他環境法令とは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「湖沼水質保全特別措置法」、

「水質汚濁防止法」及び「悪臭防止法」をいう。罰金以上の刑に処せられ、刑の執行を受

けることがなくなった日から３年経過していない場合は「不適」となる。 
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別紙３－１－１様式第 10号（第５の３の（３）の③関係） 

 

年  月  日 

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

 

〇〇耕畜連携協議会    

会長〇〇 

  

○○年度国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策の

うち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型のうち耕畜連携体制確立）に係

る現地確認等結果について（報告） 

 

 

 国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業実施要領の別紙３－１－１の第５の３の（３）

の③の規定に基づき、現地確認等を実施しましたのでその結果を下記のとおり提出し

ます。 

記 

１ 現地確認等結果総括表 別紙のとおり 
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別紙３－１－１様式第 10－1号（第５の３の（３）の③関係） 

 

現地確認等結果総括表 

耕畜連携協議会名：       
枚/総枚数（   /   ）  

整

理

番

号 

畜産農家

等 
氏名 

経営

区分

（注

１） 

青刈

りと

うも

ろこ

し利

用拡

大量 

(㎏) 

ソル

ゴー

利用

拡大

量 

(㎏) 

牧草

利用

拡大

量 

(㎏) 

子実

用と

うも

ろこ

し利

用拡

大量 

(㎏) 

国産

飼料

拡大

量の

確認 

給

与

情

報

の

提

供

・

確

認 

重

量

測

定

手

法 

堆

肥

利

用

拡

大

状

況 

法令等の順守状況 耕種農

家等 

氏名 

青刈

りと

うも

ろこ

し供

給重

量 

(㎏) 

ソル

ゴー

供給

重量 

(㎏) 

牧草

供給

重量 

(㎏) 

子実

用と

うも

ろこ

し供

給重

量 

(㎏) 

ほ場

要件

の確

認 

 

品

質

表

示

の

確

認 

重

量

測

定

手

法 

堆肥

の利

用量 

(㎏) 

法令等

の順守

状況 

現地

確認 

年月

日 

環境負

荷低減

のチェ

ックシ

ートの

実践の

確認

（適・

不適） 

家畜排せつ物

の管理状況 

（注２） 

その他

環境法

令の遵

守（注

３） 

環境負

荷低減

のチェ

ックシ

ートの

実践の

確認

（適・

不適 

指導

等の

有無 

指導等

に対す

る改善

状況 

1       □ □  □          □ □     
2       □ □  □          □ □     
3       □ □  □          □ □     
4       □ □  □          □ □     
5       □ □  □          □ □     
【合計人数】

（人） 
                       

注１：酪農経営組織は１、酪農経営者組織は２、肉用牛経営者は３、肉用牛経営者組織は４、養豚経営者は５、養豚経営者集団は６、養鶏経営者は７、養鶏経営者

集団は８を記載。 
 ２：指導等とは、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律第４条及び第５条による都道府県知事からの文書による指導及び助言並びに勧告をい

う。改善状況については、事業実施の前年度までに改善を行っている場合は「適」、行っていない場合は「不適」と記載。 
 ３：その他環境法令とは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「湖沼水質保全特別措置法」、「水質汚濁防止法」及び「悪臭防止法」をいう。罰金以上の刑に処せ

られ、刑の執行を受けることがなくなった日から３年経過している場合は「適」、経過していない場合は「不適」と記載。 
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別紙３－１－１様式第 11号（第５の３の（４）の②関係） 
   

事業参加申込者の交付金の承継（申出） 
 

年 月 日 
 

○○耕畜連携協議会長 

○○ 殿 

  
事業参加申込者住所                
事業参加申込者氏名                

                                            整理番号    

 

 
  経営承継者又は相続人の住所                

経営承継者又は相続人の氏名               
 

                                        
国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型のうち耕畜
連携体制確立の事業参加申込者の死亡により、私が変わって交付金の交付を受ける承
継をすることとしたので、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業実施要領の別紙３－
１－１の第５の３の（４）の②国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業補助金交付等要
綱の第７第１項に基づく別紙の７の②の規定に基づき、下記のとおり申し出ます。 
 

記 
 

１ 交付金の交付の承継に係る事由の発生日 

事由発生年月日               年    月    日 

 

２ 事業の承継等に係ること 

 承継前の事業参加申込者 交付金の交付の承継をする事業参加申

込者の相続人 

フリガナ   

氏名・組織名称   

フリガナ   

代表者氏名   

整理番号   

住所 

 

 

 
電話      （  ） 

 

 
電話      （  ） 

 

（注意事項） 

（１）①事業参加申込者と相続関係があることを確認できる書類、②事業参加申込者が死亡した
ことを確認できる書類をそれぞれ添付してください。 

（２）相続人の口座で交付金の受領を希望する場合は、振込先となる口座名等を相続人の交付金
交付先情報（別紙３－１－１様式第 14号）に記入し、添付してください。 
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別紙３－１－１様式第 12号（第５の３の（４）の②関係） 
 

相続人の補助金交付先情報 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

交

付 

金 

振

込

口

座 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関名（ゆうちょ銀行は除く。）  支店名    種 目 

            農業協同組合 銀行 信用金庫 

         信用組合 労働金庫 信連 農林中金 

 

 

 □当座 □別段 

 □普通 □通知 

□ 組合勘定  

口座番号 

(7桁に満たない場合は、右詰めで記入) 

 

        金融機関ｺｰﾄﾞ 支店ｺｰﾄﾞ 

        

      

 

 

口座名義 

 

 

 

フリガナ 

 

               

               

               

  漢字  

 

   口座番号 

 

   記号 CD/再発行  番号（右詰で記入）     

               

 

 

口座名義 

 

 

 

フリガナ 

               

               

               

  漢字  

 

 ※ 口座情報の記載を間違えると、入金できませんので注意してください。  
上記の交付金振込口座の情報（口座番号、名義など）が分かる通帳のページやキャッシュ
カード等のコピーを添付してください。 

  

相続人氏名 
フリガナ  
氏名又は法人 

、組織名 

 

フリガナ  
代表者氏名（法

人、組織のみ） 

 

住所 
（〒  －  ） 
 
電話     〔  〕 FAX         〔  〕 
E-mail           ＠ 

《ゆうちょ銀行の方はコチラに記入してください》 
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別紙３－１－１様式第 13号（第５の４の（１）の①関係） 

 

 

年  月  日 

 

○○耕畜連携協議会長 

○○ 殿 

飼料生産組織名 

○○ 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型のうち耕畜連携体制確立）に参加するため、国産飼料生

産・利用拡大緊急対策事業実施要領の別紙３－１－１の第５の４の（１）の①に定め

る飼料生産組織取組拡大計画を提出いたします。 

 

※ 別紙３－１－１様式第 13－１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第 13－１号（第５の４の（１）の①関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飼料生産組織取組拡大計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇年〇月 

飼料生産組織名 
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別紙３－１－１様式第 15－１号（第５の４の（１）の①関係） 

 

１ 飼料生産組織の名称 

事業実施主体名  

代表者氏名  

   

２ 耕畜連携を図る目的 

（１）組織の課題 

 

 

（２）事業を実施する目的 

 

 

  

３ 事業実施の方針 

（１）耕畜連携に向けた推進体制 

 

 

（２）作業の分業体制 

 

 

  

４ 事業実施により見込まれる耕畜連携の効果及び波及効果 

 

 

 

 

 
 

５ 耕畜連携に必要な機械等の導入計画 

（１）共通 

飼料作物名 

 

取組面積

（ha） 

機械の名称 

 

型式 

 

数量 

（台） 

事業費 

（円） 

負担区分 

備考 国庫補助

金（円） 

その他

（円） 

         

         

         

注１：交付等要綱第 33 の（10）に該当する機械等を導入等する場合、導入時の仕様書にシ

ステムサービス提供者と「農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドライン

（令和２年３月農林水産省策定）」に準拠した契約を締結する旨、記載すること。 
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２：トラクター又はコンバインの導入を希望する場合は、以下の「参考」を御確認の上、

希望する農機のメーカーの状況についてチェックをすること。「整備していない」に

チェックがついた場合は、整備しているメーカーの農機に変更するか、導入を希望す

る農機でなければ事業目的を達成できない旨を別途証明する資料を提出すること。 

 

 ・導入を希望する農機のメーカーが、自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を

通じて、データを連携できる環境を 

□  整備している（または整備する見込みである）    □  整備していない 

 

（参考）API を自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携できる環境を

整備している、または整備する見込みである農機メーカー 

（令和４年 11 月１日時点農林水産省調べ、五十音・アルファベット順で記載） 

    国内メーカー：井関農機株式会社、株式会社クボタ、三菱マヒンドラ農機株式会社、ヤンマー

アグリ株式会社 

    海外メーカー：AGCO Corporation(Fendt、MASSEY FERGUSON、Valtra）、CLAAS KGaA mbH、 

CNH industrial N.V（ Case IH, New Holland, Steyr）、 Deere & 

Company(John Deere)、SDF group(SAME、DEUTZ-FAHR、Lamborghini) 

 

（２）リースの場合 

対 

象 

機 

械 

・ 

機 

器 

機種名   数量 台 

型式名   

飼料作物、実施作業   

取組面積                 （ha） 

選定理由  

能力決定根拠 

※能力決定に当たっての計算過程を記載 
 

同様な作業機械・機器の保有状況 

(有する場合：型式・利用面積・取得年月

・台数など)  

 

 

  

リース期間（開始年月～終了年月）   年 月 ～  年 月  ケ月 

リース物件取得価格（税抜き）     ①                                （円） 

リース期間終了後の残存価格（税抜き）②                                （円） 

リース料助成申請額        ③ （円） 

リース諸費用 （税抜き）       ④ （円） 

消費税               ⑤ （円） 

事業実施主体負担リース料（税込み）  （円） 
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①－②－③＋④＋⑤ 

リース物件保管場所   

備考   

注：リース料助成申請額は、下記の算式のいずれか小さい額を記入すること。 

Ⅰ リース物件価格 × リース期間 / 法定耐用年数 × 補助率（１/２以内） 

Ⅱ （リース物件価格 － 残存価格）× 補助率（１/２以内） 

 

６ 導入機器・機械の月別稼働計画 

注１：月別の稼働計画日数を記載すること。 

２：機械の場合は年間作業見込み面積等を備考に記載すること。 

３：同じ器具・機械を複数者で利用する場合は、利用者ごとに欄を分けて記載すること。 

 

７ 事業計画 
取組年度 取組内容 
１年目  

（○○年度）  
 

 
２年目  

（○○年度）  
 

 
３年目  

（○○年度）  
 

 
注：同じ器具・機械を複数者で利用する場合は、利用者ごとの取組内容も記載すること。 

 

８ 成果目標 

飼料生産

組織名 
作物名 作業名 

事業実施前年度 

（○年度） 

１年目 

（○年度） 

２年目 

（○年度） 

３年目 

（○年度） 

作業

面積

(ha) 

拡大

率 

(%) 

作業

面積

(ha) 

拡大

率 

(%) 

作業

面積

(ha) 

拡大

率 

(%) 

作業

面積

(ha) 

拡大

率 

(%) 

   
 

  

() 

  

() 

  

() 

 

      

() 

 

 

 

() 

  

() 

 

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 

利用者 機器・機械の

名称 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 備考 
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別紙３－１－１様式第 14号（第５の４の（１）の②関係） 

 

 

年  月  日 

 

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

 

〇〇耕畜連携協議会    

会長〇〇 

  

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領の別紙３－１－１の第５の４の（１）の②に定める耕畜連携飼料生産組織

取組拡大計画を提出いたします。 

 

※ 別紙３－１－１様式第 14－１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第 15号（第５の４の（１）の②関係） 

耕畜連携飼料生産組織取組拡大計画 

耕畜連携協議会名：          

１ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

（１）購入方式 

飼料生産組織

名 
飼料作物名 

取組面積

（ha） 
機械の名称 型式 

数量 

（台） 

事業費 

（円） 

負担区分 費用対

効果分

析結果 

備考 国庫補助金

（円） 

その他

（円） 

           

           

合計           

 

（２）リース方式 

飼料生産

組織名 

飼料 

作物

名 

取組

面積

(ha) 

機械の 

名称 
型式 

数量 

(台) 

リース内容 

事業費 

(円) 

 

負担区分 

費用

対効

果分

析 

結果 

備考 

リース 

期間 

(開始年月

～ 

終了年月) 

リース 

物件取得

価格 

(税抜き)

（円） 

① 

リース 

期間終了

後の残存

価格 

(税抜き)

（円） 

② 

リース 

諸費用 

(税抜き)

（円） 

④ 

消費税 

（円） 

⑤ 

国庫 

補助金

(リー

ス料助

成額)

（円） 

その他

（円） 

                

                
合計                

注１：事業費＝①－②＋③＋④＋⑤ 

２：国庫補助金（リース料助成申請額）は、下記の算式のいずれか小さい額を記入すること。 

リース物件価格①×リース期間② / 法定耐用年数×補助率（１/２以内） 

（リース物件価格①－残存価格②×補助率（１/２以内） 
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２ 成果目標 

作業面積の拡大 

飼料生産組織名 作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 

 

     

(    ) 

  

(    ) 

  

(    ) 

 

 

 

     

(    ) 

  

(    ) 

  

(    ) 

 

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 

 



 

67 

 

 

別紙３－１－１様式第 15号（第５の４の（１）の関係） 

 

 

年  月  日 

 

農林水産省畜産局長殿 

 

事業実施主体名： 

代表者の役職及び氏名： 

 

国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連

携体制整備対策のうち連携型）に参加するため、国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業実施要領の別紙３－１－１の第５の４の（１）の③に定める耕畜連携飼料生産組織

取組拡大計画総括表を提出いたします。 

 

※ 別紙３－１－１様式第 15－１号を添付すること。 
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別紙３－１－１様式第 15号（第５の４の（１）の③関係） 

 

耕畜連携飼料生産組織取組拡大計画総括表 

事業実施主体名：          

 

１ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大 

（１）購入方式 

耕畜連携 

協議会名 

飼料生産 

組織名 
飼料作物名 

取組 

面積

（ha） 

機械の名称 型式 
数量 

（台） 

事業費 

（円） 

負担区分 費用対

効果分

析結果 

備考 国庫補助金

（円） 

その他

（円） 

            

           

小計           

 
           

           

小計           

            

           

小計           

合計            
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（２）リース方式 

耕畜

連携

協議

会名 

飼料生

産組織

名 

飼料 

作物

名 

取組

面積

(ha) 

機械

の 

名称 

型式 
数量 

(台) 

リース内容 

事業費 

(円) 

 

負担区分 

費用

対効

果分

析 

結果 

備

考 

リース

期間 

(開始

年月～ 

終了年

月) 

リース 

物件取得

価格 

(税抜き)

（円） 

① 

リース 

期間終了後

の残存価格 

(税抜き)

（円） 

② 

リース 

諸費用 

(税抜き)

（円） 

④ 

消費税 

（円） 

⑤ 

国庫 

補助金

(リー

ス料助

成額)

（円） 

その他

（円） 

 

                

                

小計                

 

                

                

小計                

 
                
                

小計                
合計                 

注１：事業費＝①－②＋③＋④＋⑤ 

２：国庫補助金（リース料助成申請額）は、下記の算式のいずれか小さい額を記入すること。 

リース物件価格①×リース期間② / 法定耐用年数×補助率（１/２以内） 

（リース物件価格①－残存価格②×補助率（１/２以内） 
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２ 成果目標 

耕畜連携 

協議会名 

飼料生産組

織名 
作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 
   

 
       

           

 

 

           

           

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 
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別紙３－１―１様式第 16号（第５の４の（１）の④関係） 

 

番     号  

年  月  日  

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

 

農林水産省畜産局長 

  

○○年度国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料

供給連携体制整備対策のうち連携型）の耕畜連携飼料生産組織取組拡大計画に対する

審査結果について 

 

 ○月○日付けで申請のあった国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流

通推進対策のうち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型）耕畜連携飼料生産組織取

組拡大計画について、審査の結果、適当と認めますので、お知らせします。 
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別紙３－１－１様式第 17号（第５の４の（３）の③関係） 

 

 

番 号 

年月日 

 

事業実施主体 

代表者○○ 殿 

（○○耕畜連携協議会経由） 

 

飼料生産組織名 

代表者氏名 

 

○○年度国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策の

うち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型のうち耕畜連携飼料生産組織取

組拡大）入札・リース契約結果報告書 

 

 このことについて、下記のとおり入札・リース契約結果を報告します。 

                   記 

  １ 入札結果 

対象機会等の契約名  
選定方法  
入札執行年月日  
入札立会者の所属・氏名  
入札予定価格（税抜き）  
入札参加業者名及び入札価格（税抜き）  
入札回数  
契約業者名  
契約価格（税込み）  
契約年月日  
納品場所  
納入期限  
入札結果等の公表方法  
備考  

 

２ リース契約結果 

  リース契約の写しを添付 

 

注１：「選定方法」については、交付等要綱第 11に基づき行われること 

 ２：「入札予定価格」欄は、未公表の場合は未公表と記入する。ただし、不落札随意契

約の場合は、必ず記入する。 
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 ３：「入札参加業者名及び入札価格」欄は、入札に参加した業者名を全て記入し、入札

最終回に投じられた価格を記入する（途中棄権した業者がある場合は、当該業者の

価格は空欄とする）。 

 ４：不落札随意契約の場合は、「入札執落札業者名行回数」欄は入札執行回数及び不落

札随意契約である旨を、また、「落札業者名」欄は契約業者名を記入する。 

 ５：「選定方法」が随意契約の場合は、「入札執行年月日」欄から「入札執行回数」欄

までは記入不要とし、「落札業者名」欄に契約業者名を記入する。 

 ６：「入札結果等の公表方法」欄は、入札結果の公表時期、公表方法等を記入する。 

 ７：交付決定前に着手した場合、「備考」欄は交付決定前着手届の文書番号等を記入す

る。 

 ８：本報告に際しては、競争入札等に参加業者の指名停止等に関する申立書の提出を添

付すること（交付等要綱別記様式２号）。 
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別紙３－１－１様式第 18号（第７の 1関係） 

 

飼料供給連携体制整備対策（連携型）事業達成状況報告書 

 

事業実施主体名： 

 

１ 耕畜連携体制確立の目標と達成状況 

耕畜連携 
協議会名 畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度 
（○年度） 

１年目 

（○年度） 

２年目 

（○年度） 
３年目 

（○年度） 
供給量 

(kg) 

供給拡大

率(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

 
目標 

           

           

達成

状況 
           

           

 
目標 

           

           

達成

状況 
           

           

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 
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２ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大の目標と達成状況 

耕畜連携 

協議会名 

飼料生産 

組織名 
飼料作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 

 

 

目標 

 

 
  

 
 

 
     

 

 
  

        

達成 

状況 

 

 
  

        

 

 
  

        

 

目標 

 

 
  

        

 

 
  

        

達成 

状況 

 

 
  

        

 

 
  

        

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、耕畜連携による作業面積を記載すること。 
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別紙３－１－１様式第 21号（第７の２関係） 

 

飼料供給連携体制整備対策（連携型）事業評価報告書 

 

事業実施主体名： 

 

１ 耕畜連携体制確立の目標と達成状況 

耕畜連携 
協議会名 畜産農

家等名 
耕種農

家等名 
作物名 

事業実施前年度 
（○年度） 

１年目 

（○年度） 

２年目 

（○年度） 
３年目 

（○年度） 
供給量 

(kg) 

供給拡大

率(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

供給量 

(kg) 

増加率 

(%) 

 
目標 

           

           

達成

状況 
           

           

 
目標 

           

           

達成

状況 
           

           

注：増加率＝（年度の供給量－事業実施前年度の供給量）/事業実施前年度の供給量×100 
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２ 耕畜連携飼料生産組織取組拡大の目標と達成状況 

耕畜連携 

協議会名 

飼料生産 

組織名 
飼料作物名 作業名 

事業実施前年度（○年度） １年目（○年度） ２年目（○年度） ３年目（○年度） 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

作業面積

（ha） 

拡大率 

(%) 

 

 

 

目標 

 

 
  

 
 

 
     

 

 
  

        

達成 

状況 

 

 
  

        

 

 
  

        

 

目標 

 

 
  

        

 

 
  

        

達成 

状況 

 

 
  

        

 

 
  

        

注１：拡大率＝（年度の作業面積－事業実施前年度の作業面積）/事業実施前年度の作業面積×100 

注２：（ ）には、本事業による耕畜連携の作業面積を記載すること。 

 

 



 

78 

 

 

３ 取組の成果 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 
 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 
 

注：本事業での取組成果だけではなく、堆肥や稲わらの活用などの耕畜連携の成果も記載すること。 

 

４ 事業実施後の課題・改善方策等 

耕畜

連携

協議

会名 

 
 
 
 
 

耕畜

連携

協議

会名 
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別紙３－１―１様式第 22号（第７の３関係） 

 

年  月  日 

 

農林水産省畜産局長 殿 

 

事業実施主体名： 

代表者の役職及び氏名： 

 

○○年度国産飼料生産・利用拡大緊急対策事業（国産飼料の流通推進対策のうち

飼料供給連携体制整備対策のうち連携型）の事業実施に関する改善計画について 

 

 令和○○年度～令和○○年度において実施した国産飼料生産・利用拡大緊急対策事

業（国産飼料の流通推進対策のうち飼料供給連携体制整備対策のうち連携型）につい

て、当初事業実施計画の成果目標達成等状況が図られるよう、下記の改善計画を実施

することとしたので報告します。 

 

記 

 

１．事業の取組の経過 

 

 

 

 

２．事業実施計画の成果目標が未達成となった理由及び達成に向けた取組 

成果目標 
目標年度（○○年度）における成果目標

の達成率及び未達成となった理由等 
目標達成に向けた取

組 
達成率 未達成となった理由 

 
 
 
 

   

 

 

 

 


